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小児等在宅医療連携拠点事業について 
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■背景・課題 

 ○ 新生児集中治療管理室（ＮＩＣＵ）等から退院し重度の医療的ケアを要する小児等の在宅医療については  

   特有の課題に対応する体制整備が必要  

■本事業の目的・概要 
 ○ 小児等在宅医療を担う医療機関を拡充 （診療所、訪問看護、医療型短期入所施設など） 
 ○ 地域における医療・福祉・教育の連携体制の構築 
 ○ 医療と連携した福祉サービスを提供できるコーディネータ機能の確立 

                      【24年度要求額 ：１８０４百万円 】 ■ 小児等在宅医療連携拠点事業                    
                                 

平成25年度 165百万円  （8都県）  
平成26年度 151百万円 （9都県） 

平成27年度以降は地域医療介護総合確保基金  

○ 市町村自立支援協議会などでの医療と福祉との顔の見える関係 

○ 福祉・教育・行政職員に対する研修、アウトリーチ 

○ 協議会の開催 

○ 地域資源の把握 

○ 一般住民に対する理解促進 

 

地域における包括的かつ継続的な在
宅医療を提供するための体制を構築
する。 

① 二次医療圏や市町村等の行政・
医療・福祉関係者等による協議を
定期的に開催 

② 地域の医療・福祉・教育資源の把
握・活用 

③ 受入が可能な医療機関・訪問看護
事業所数の拡大、専門機関との
ネットワークを構築 

④ 福祉・教育・行政関係者に対する
研修会の開催やアウトリー チに
よる医療と福祉等の連携の促進 

⑤ 個々のニーズに応じた支援を実施
するコーディネータ機能の確立 

⑥ 患者・家族や一般住民に対する理
解促進の取り組み 

 特別支援学校・学校 

居宅介護 

重度訪問介護 

生活介護 

日中一時支援 

短期入所 保育所等 

児童発達支援 

放課後等デイサービス 

医療型障害児 

入所施設 

市町村 

保健センター 

高次機能病院 

小児専門病院 

小児科診療所 

在宅療養支援診療所 

地域中核病院 

相談支援事業所 

訪問看護 

NICU等から退院 

入院の保障・ 
技術的支援 

転院・専門医療 

周産期母子 

医療センター 

地域の福祉・教育機関との連携 

医療連携体制 

都道府県による支援 

障害児支援利用計画 
サービス等利用計画 

連携 

拠点のイメージ： 高次機能病院、在宅療養支援診療所、   
            医療型障害児入所施設など  

○ 長期入院児の退院を調整 

○ 受け入れ医療機関の拡充 

コーディネータ 
機能の確立 
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事業参加自治体： 
群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、長野県、三重県、岡山県、福岡県、長崎県 

（※岡山県は25年度のみ。神奈川県・福岡県は26年度のみ。他は両年度通して実施。） 



平成25、26年度小児等在宅医療連携拠点事業 事業実施者一覧 

実施主体 関係医療機関等 

事業実施年度 

25年度 26年度 

1 群馬県 県医師会、県看護協会、県立小児医療センター、群馬大学、県教育委員会、県小児科医会、市町村保健センター ○ ○ 

2 埼玉県 
県医師会、同母子保健委員会、埼玉医大総合医療センター小児科、医療型障害児入居施設カルガモの家、県小児
科医会、保健所・地域自立支援協議会 

○ ○ 

3 千葉県 
県医師会、県介護協会、県立こども病院、千葉大学大学院看護研究科、千葉リハビリテーションセンター、千葉市、
柏市、木更津市、成田市、医療法人社団麒麟会、県総合支援協議会（療育支援専門部会）、県障害児等支援在宅
医療研究会 

○ ○ 

4 東京都 慶應義塾大学病院、都立大塚病院、都立墨東病院、都立小児総合医療センター ○ ○ 

5 神奈川県 
県医師会、県看護協会、茅ヶ崎市、茅ヶ崎保健福祉事務所、県総合リハビリテーションセンター、県総合療育相談セ
ンター、地方独立行政法人神奈川県立病院機構、県立こども医療センター 

- ○ 

6 長野県 県医師会、県看護協会、県小児科医会、歯科医師会、薬剤師会、福祉士会、県立こども病院、市町村 ○ ○ 

7 三重県 
県医師会、県看護協会、県小児科医会、歯科医師会、薬剤師会、理学療法士会、作業療法士会、言語聴覚士会、
三重大学、同医学部附属病院小児トータルケアセンター、県訪問リハビリテーション連絡協議会、桑名市、鈴鹿市 

○ ○ 

8 岡山県 旭川児童院地域療育センター ○ - 

9 福岡県 県医師会、歯科医師会、薬剤師会、九州大学病院、北九州市立総合療育センター、福岡市 - ○ 

10 長崎県 県医師会、長崎大学病院小児科、佐世保市立総合病院、長崎医療センター ○ ○ 
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平成25・26年度 小児等在宅医療連携拠点事業 

（１）関係者による会議の開催 

（２） 医療・福祉、教育等の資源の把握と活用 

事業実施者 

 関係者が集まる会議を開催し、小児等の在宅医療における連携
上の課題を抽出し、対応策を検討 

 行政（都県）の体制 

 医政所管課、障害保健福祉所管課、児童福祉所管課、教育庁等の連携 

 事業委託先 

 地域の医療・福祉、教育等の資源を把握し、退院⽀援の際や、既に外来医療を受けている患者の在宅医療導入の際に参考 

    とできるよう整理し、地域の医療・福祉関係者に提供する。 

 地域の短期入所が可能な施設の空き状況をインターネット上に掲示する。 
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都県名 H25 H26 主な事業受託医療機関 分類 

群馬県 ○ ○ 群馬県立小児医療センター こども病院 

埼玉県 ○ ○ 埼玉医科大学総合医療センター 大学病院小児科 

千葉県 ○ ○ 医療法人社団麒麟会 在宅療養支援診療所・訪問看護ST 

 
東京都  

  

  
○ 
  

  
○ 
  

慶応義塾大学医学部附属病院 
都立墨東病院 
都立小児総合医療センター 

大学病院小児科 
急性期病院 
こども病院 

神奈川県   ○ 神奈川県立こども医療センター こども病院 

長野県 ○ ○ 長野県立こども病院 こども病院 

三重県 ○ ○ 三重大学医学部付属病院小児トータルケアセンター 大学病院小児科 

福岡県  
  
  

○ 
九州大学病院 
北九州市立総合療育センター 

大学病院 
医療型障害児者入所施設 

岡山県 ○   社会福祉法人旭川荘 医療型障害児者入所施設 

長崎県 ○ ○ 長崎大学医学部付属病院 大学病院小児科 

課題と解決に向けた具体的
取組のまとめ 

 

群馬県 群馬県小児等在宅医療連絡協議会 

長野県 資源マップ 

重度心身障害児の地域での受
け入れ先把握について、病院・
診療所・訪看ST福祉事業所に

分類して合計８３１か所に資源
調査アンケートを行い、HPで公
表。検索も可能。 

大学病院小児科、県医師会、小児科
医会、在支連絡協議会、訪問看護ST

連絡協議会、重心施設、児相、教育委
員会、病院局、保健所等で構成。 

埼玉県 小児在宅医療患者実態調査 

病院側からの調査と行政側からの調査の両方の実施 

 （行政）小児慢性疾患意見書に在宅医療が必要な記載のある患者の抽出 

 （病院）在宅管理料を算定している患者の抽出（※埼玉県外の医療機関にも照会） 

⇒ 両者の結果を突合せ、小児在宅患者の実態に迫る  

○ 在宅医療を必要とする小児在宅患者数 ：720名 

○ うち人工呼吸器を装着している小児在宅患者数 ：122名 

長崎県 長崎県小児在宅医療
連携事業検討委員会 

各地域での協議会も開催。 



平成25・26年度 小児等在宅医療連携拠点事業 

（４）医療・福祉・教育・行政の連携 

（５）個別支援のためのコーディネート機能 

（３）小児等に対応する医療機関の拡充 

 地域の福祉・教育・行政関係者に対する研修会の開催やアウトリー
チにより、小児等の在宅医療への理解を深め、医療と福祉等の連
携の促進を図る 

 在宅医療を提供する診療所や訪問看護事業所等に対して、小児等在宅医療
に関する研修を実施すること等により、小児等在宅医療の受入が可能な医療
機関のすそ野を拡大する。 

 小児等在宅医療の患者が必要に応じて医療機関や医療型障害児者入所施
設等に短期入院・入所できる体制を構築する。 

 関係機関と連携し、小児等の患者・家族に対して個々のニーズに応じた支援
を実施するコーディネータ機能を確立する。 
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（６）普及啓発 

  

 

千葉県 訪問看護人材育成事業 

訪問看護STは規模が小さく、遠方の研修に参加する
ことが難しいことから、「出前研修」を実施。 

5回シリーズ（2時間/回）×6か所で実施 
（フィジカルアセスメント・成長発達・家族看護理論 
・地域との連携方法等） 

岐阜県※ 在宅障がい児診療医研修指導 

初めて在宅障がい児の診療を行おうとする内科医、総合診療医などに
対し、経験豊富な小児科医が、障がい児の特徴や診療の留意点等に
ついて、実地指導する他、電話での相談等を行う研修を実施。 
※拠点事業以外による実施 

三重県 特別支援学校への支援、福祉事業所調査の実施 

 患者・家族や一般住民に対して、総合窓口の設置や勉強会等の
実施などを通じて、小児等の在宅医療に関する理解の促進を図
るための取組を行う。 

千葉県 相談支援専門員の育成 

• 相談支援専門員による医療的ケアのあ
る子どもに対する計画相談の手引きの
作成。 

• 相談支援専門員の人材育成 

• 相談支援専門員のリーダー研修 

• 一般住民向けシンポジウム 

• 家族交流会 

• ピアカウンセリングの場の 

  提供 

• 医療的ケアが必要な児と家族
のための支援ガイドブック 

  作成 

 

埼玉県  
小児在宅医療マニュアル作成 

• 特別支援学校を対象とした研
修の開催 

• 特別支援学校との意見交換 

• 市立小学校 校長・市教育員会
担当との意見交換 
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事業名 都道府県 事業の実施主体 内容 

小児等在宅医療連携拠点事
業 

北海道 医療機関 
医療・福祉・教育関係者への研修やカンファレンスを通じて、地域における小児在宅医療の
担い手拡大と連携体制構築を図るほか、 家族からの相談支援や道民への普及啓発などに取
り組む医療機関を 「小児等在宅医療連携拠点」として整備する。 

小児在宅医療支援センター
の設置 

宮城県 東北大学病院 
宮城県小児在宅医療支援研究会を開催し、宮城県小児在宅医療コーディネーター研修会およ
び小児在宅医療実技講習会の開催する。また、小児在宅医療に係る調査を行う。 

小児等在宅医療連携拠点事
業 

群馬県 群馬県 

医療・福祉・行政等の県内関係者による協議会の運営やシンポジウム等の実施、コールセン
ター事業や医師・訪問看護師研修事業等を支援する。 
また、在宅療養への移行を検討している患者に係る退院支援会議に、専門的な見地から助
言・支援等を行う専門家チームを派遣し、医療機関に対する情報提供や地域における円滑な
連携等を支援する。 

小児在宅医療推進事業 埼玉県 
埼玉県、埼玉医科
大学総合医療セン
ター 

小児在宅医療の担い手を拡大するための研修会を実施するともに、関係者による連携体制構
築（小児在宅医療支援研究会等）や患者の実態把握を行う。 

小児等在宅医療連携拠点事
業 

神奈川県 県 
在宅療養を行う医療依存度の高い小児等やその家族が地域での療養生活を支える体制を構築
する。 

小児在宅医療体制整備推進
事業 

新潟県 新潟県医師会 
医療依存度の高い重症児･者に対して、医療及び保健･福祉サービスの提供主体等が協力し、
在宅で長期療養を要する重症児及び家族を総合的に支援する体制整備を目的として、小児在
宅医療体制整備のための連絡協議会等を開催する。 

重症心身障害児者と家族の
ための在宅生活サポート事
業 

福井県 通所支援事業所 
退院後の生活を支える在宅医療を充実させるために、医療的ケアが可能な障害児通所支援事
業所等の送迎や受入れを支援することにより、一時受入れの環境の充実を図る。 

在宅医療連携体制支援事業 愛知県 県（一部委託） 
県内の在宅医療関係者で構成する在宅医療推進協議会を設置するとともに、０次医療圏ごと
に地域に根差した在宅医療の中核的な人材を育成する研修会及び小児在宅医療体制の連携の
ための検討会等を開催する。 

小児等在宅医療連携拠点事
業 

三重県 市町 
医療の高度化により救命率は改善しており、医療的ケアが必要な小児が増加する傾向にある。
このため、こうした小児が地域へ戻り安心して生活を送るための体制整備について、関係す
る多職種が協議する場を運営する市町に対し補助する。 

小児在宅医療・福祉連携事
業 

三重県 
三重大学医学部附
属病院 

①地域の小児在宅医療・福祉連携体制の整備に取り組む事業への補助 
②医療的ケアを必要とする重症児に対するレスパイト・短期入所事業の拡充に取り組む事業
への補助 

障がい児のリハビリテー
ションのための支援事業 

滋賀県 
ヴォーリズ記念病
院 

県東部においてはこれまで小児の専門性に特化した支援体制が整備されてこなかったため、
障がい児が身近な地域で医療的支援を受けながら在宅生活が送ることができるよう、小児に
特化した診療機能やリハビリテーション提供体制の整備を行う。 

地域医療介護総合確保基金を活用した小児在宅医療に関する主な事業（平成27年度計画） 
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事業名 都道府県 事業の実施主体 内容 

小児のかかりつけ医育成事
業 

大阪府 
大阪府（一部大阪
府医師会に委託） 

医療的ケアの必要な児と保護者が安心して在宅医療を継続するため、地域の小児科医や小児
科以外の医師及び医療スタッフが小児の特性を理解し、児の診療ができるよう必要な医療技
術を身に付ける。また、関係機関によるネットワーク構築の必要性を理解したかかりつけ医
を育成する。 

在宅医療人材育成基盤整備
事業 

兵庫県 兵庫県医師会 
在宅医療において中心的な役割を果たす医師を対象とした在宅医療研修や在宅介護において
重症度の高い小児を対象とした在宅医療に関する研修等の実施により、在宅医療提供体制の
「量」及び「質」の向上をめざす。 

重症心身障害者等在宅医療
等連携体制整備 

和歌山 和歌山県 

①在宅で生活する医療的ケアが必要な対象者の具体的な支援方法を関係者で共有・役割分担
を行うチームを形成し、支援を実施。 
②検討会や人材育成のための研修会を実施。 
③専門家によるチームが家庭や施設等を訪問。各種リハビリ・相談支援、関係者への技術指
導を実施。 
④市町村保健師と連携。早期発見・早期療育に取り組む。 

NICUからの地域移行支援事
業 

鳥取県 鳥取県 
ＮＩＣＵ等に入院した就学前の子どもで、入院中に訪問看護師の支援が必要と医療機関等が
判断した場合、その訪問看護師派遣費用を訪問看護事業所対して助成を行う。 

小児在宅療養支援訪問看護
師育成事業 

高知県 高知県看護協会 GCU等を退院する小児の在宅移行や包括支援を行うことのできる小児訪問看護師を養成する。 

小児等在宅医療推進事業 福岡県 福岡県（委託） 

NICUから退院した患児を受け入れる地域の医療体制を整備するため、地域の小児科医や訪問
看護師に対する研修会を実施するとともに、NICUから地域へ退院する際、医療機関において
児にとって相応しい場所へ退院できるよう調整するコーディネーターを配置する。 
また、レスパイト入院の体制整備に関する検討会を開催する。 

医療的ケアが必要な在宅障
害児等への支援事業 

長崎県 
長崎県、社会福祉
法人等 

小児等がＮＩＣＵ病床等からの退院後において、地域で安心して療養するため、地域のリー
ダーの養成や多職種連携による退院支援等を行うアドバイザーを設置することにより、小児
の在宅医療環境を整備し、地域で家族を支援する体制の充実と、ＮＩＣＵ病床の負担軽減を
図る。 

小児訪問看護ステーション
支援事業 

熊本県 
熊本県（ＮＰＯ法
人ＮＥＸＴＥＰ） 

訪問看護ステーションを対象とした小児訪問看護相談窓口やきめ細やかな調整を行う小児在
宅支援コーディネーターを配置し、支援を強化する。 

重度障がい者居宅生活支援
事業 

熊本県 

社会福祉法人、Ｎ
ＰＯ法人等障害福
祉サービス事業所
等を運営する法人 

①家族のレスパイトケアを図るため、居宅介護サービスや医療的ケアを行う事業所の設置運
営を支援する。 
②医療的ケアが必要な重度障がい児者を新たに受け入れる事業所に対し、受入れのために必
要となる送迎用自動車等の備品の購入費用の一部を助成する。 

地域医療介護総合確保基金を活用した小児在宅医療に関する主な事業（平成27年度計画） 



在宅医療の人材確保・育成について 
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【趣旨】 
○地域包括ケアシステムの構築に向け、在宅医療にかかる人材育成の取組は今後も一層活発化することが見込まれる。 
○国において、将来の講師人材の不足や質の格差などの問題に対処し、地域の取組を財政面以外でも支えていくため、在宅医療に
関する専門知識や経験を豊富に備え、地域で人材育成事業を支え、主導することのできる高度な人材を養成する。 

  

【事業概要】 
○高齢者に対する在宅医療及び小児等に対する在宅医療の２分野について、複数の関係団体・学会等が連携し、人材育成プログラ
ムを開発。同プログラムを活用し、地域において在宅医療の人材育成を主導できる高度な人材を養成する。 
○特に小児等の在宅医療に関しては、「小児等在宅医療連携拠点事業」の成果を全国に普及させる観点から、行政や医療機関等と
の連携など地域で体制構築を図るため方策を中心に構成し、医師のみならず行政側も活用できるようなプログラム開発を行う。 

在宅医療ハイレベル人材養成事業 

地域医療介護総合 
確保基金を活用し、 
在宅医療に係る 
人材育成を実施 

都道府県・市町村 

（参考） 
 平成26年度基金における在宅医療分野
への交付額 206億円 

在宅医療関連講師人材養成事業 小児等在宅医療に係る講師人材養成事業 

◆職能団体、学会、研究機関等が連携し、人材育成研修プログラムを作成。また同 

 プログラムを活用し人材育成研修を実施。 

◆育成した人材を地域に紹介し、活用いただくとともに、同人材による各地域での    

 研修活動を通じて、在宅医療推進にかかる課題を収集する。 

◆育成した人材を通じて地域に解決策を提案する。 

平成27年度予算 7百万円 平成27年度予算 4百万円 

平成27年度予算 11百万円 

国（研究機関、学会等） 
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○主催：日本在宅ケアアライアンス      共催：日本医師会 
  

○研修受講者： 都道府県医師会を通じて募った医師約２８０名 

※資料については勇美記念財団ホームページを参照 

http://www.zaitakuiryo-yuumizaidan.com/main/highlevel-trainingprogram.html 

在宅医療関連講師人材養成事業 概要（平成27年1月17日開催） 
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8:45～9：00  【趣旨説明】  中村 知夫 （国立成育医療研究センター）  

9:00～11：00 

 【総論】 小児在宅の現状と 問題点の共有 

・小児在宅の現状と問題点 <30分> 前田 浩利 （医療法人財団はるたか会 ） 

・各地域での在宅医療関する問題点グループディスカッション <40分> 

・小括Ⅰ（グループ発表） <50分> 

11:10～14：20 
  
  

 【各論1】 地域連携・多職種協働 

  

・その1：行政、病院、施設との連携 <20分> 岩本 彰太郎 （三重大学医学部附属病院 ） 

・その2：地域の医療、福祉との連携 <20分> 宮田 章子 （さいわいこどもクリニック） 

・その3：大人の在宅医との連携 <20分> 太田 秀樹 （全国在宅療養支援診療所連絡会）  

・その4：多職種との連携 <20分> 谷口 由紀子 （医療法人社団麒麟会 ） 

・各地域での連携に関するグループディスカッション <30分> 

・小括Ⅱ（グループ発表） <50分> 

14:20～17：10 

 【各論2】 在宅医療の仕組み 

・報酬 <20分> 大山 昇一 （川口済生会病院 ） 

・福祉制度 <20分> 梶原 厚子 （医療法人財団はるたか会）  

・介護保険制度の在宅の仕組み <20分> 石黒 秀喜 （長寿社会開発センター） 

・小児在宅医療と地域包括ケアシステム <20分> 奈倉 道明 （埼玉医科大学総合医療センター ） 

・質疑応答 <10分> 

・地域を創るための取り組みと自らの役割グループディスカッション <30分> 

・小括Ⅲ（グループ発表） <50分> 

小児等在宅医療に係る講師人材養成事業 概要（平成27年2月7日開催） 

○事業受託者： 国立成育医療研究センター 
 

○研修受講者： 都道府県医師会、日本小児科学会地方会、都道府県小児科医会の推薦を受けた医師約140名  

※資料については、今後厚労省ホームページ等で公表予定 



【趣旨】 
○地域包括ケアシステムの構築に向け、在宅医療にかかる人材育成の取組は今後も一層活発化することが見込まれる。 
○国において、将来の講師人材の不足や質の格差などの問題に対処し、地域の取組を財政面以外でも支えていくため、 在宅医療
に関する専門知識や経験を豊富に備え、地域で人材育成事業を支えることのできる高度人材を育成する。 

  

【事業概要】 
○平成27年度事業では、高齢者に対する在宅医療及び小児等に対する在宅医療に着目し、それぞれについて人材育成プログラムの
開発を行っており、同プログラムを活用した人材育成を引き続き実施する。 
○また、平成28年度は新たに「訪問看護」の領域を追加し、研修プログラム開発、人材育成に取り組む。 

■在宅医療・訪問看護ハイレベル人材養成事業 

在宅医療 

（高齢者） 

訪問看護 
小児等 

在宅医療 

NEW 

国（研究機関、学会等） 

地域医療介護総合 
確保基金を活用し、 
在宅医療に係る 
人材育成を実施 

都道府県・市町村 

（参考） 
 平成26年度基金における在宅医療分野
への交付額 206億円 

３分野の連携を
意識したプログ
ラム作り 

在宅医療の主要な３分野
に特化して、それぞれ高
度な人材を育成 

NEW 

H27～ 在宅医療（高齢者） 

 

 

◆職能団体、学会、研究機関等が連携し、人材育成研修プログラムを作成。   
同プログラムを活用し、実際に人材を育成。 

◆育成した人材を地域に紹介し、活用いただく。また各地域での研修活動を通じ
て、在宅医療推進にかかる課題を収集する。 

◆また育成した人材を通じて地域に解決策を提案する。 

H27～ 小児等在宅医療 

H28～ 訪問看護 

平成28年度予算案 16百万円 

NEW 
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